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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第71期

第2四半期連結
累計期間

第72期
第2四半期連結
累計期間

第71期

会計期間

自平成22年
　4月1日

至平成22年
　9月30日

自平成23年
　4月1日

至平成23年
　9月30日

自平成22年
　4月1日

至平成23年
　3月31日

売上高 (百万円)    97,971   98,384 197,016

経常利益 (百万円)     1,984     1,655 4,015

四半期(当期)純利益 (百万円)  1,132  949 2,345

四半期包括利益又は包括利

益
(百万円) 768 776 2,014

純資産額 (百万円)     49,121    50,335 49,973

総資産額 (百万円)     102,823    100,091 105,083

1株当たり四半期(当期)純

利益金額
(円)     26.08     21.87 54.03

潜在株式調整後1株当たり

四半期(当期)純利益金額
(円) ― ―     ―

自己資本比率 (％)    47.77    50.29 47.56

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円)     521     △4,880 △7,069

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円)     △492     4,326 4,293

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円)     172     △1,010 802

現金及び現金同等物の四半

期末(期末)残高
(百万円)     11,258    7,444 8,971

　

回次
第71期

第2四半期連結
会計期間

第72期
第2四半期連結
会計期間

会計期間

自平成22年
　7月1日

至平成22年
　9月30日

自平成23年
　7月1日

至平成23年
　9月30日

1株当たり四半期純利益金

額
(円)     18.26     17.76

　
(注) 1．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　 2．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　 3．第71期第2四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号　平成22年6月30日)を適用し、遡及処理しております。

　 4．潜在株式調整後1株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

　

２【事業の内容】

　当第2四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第2四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第2四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第2四半期連結累計期間におけるわが国経済は、震災で停滞した企業の生産や輸出が回復するなか、欧州の財政

問題や米国債の格下げによる円高の進行が株価の低迷をもたらし、先行き不透明な状況で推移いたしました。

当社グループの取引に関する業界でも、震災による混乱からサプライチェーンが徐々に正常化するとともに、新

興国向け設備投資需要は引き続き活発に推移いたしました。

このような状況下、当社グループは、震災の影響を早期に克服すべく商社機能を発揮し、中期経営計画の中間年度

として、次なるもう一段の飛躍に向け、グローバル化戦略を進めてまいりました。

その結果、当社グループの当第2四半期連結累計期間の業績は、売上高983億84百万円（前年同期比0.4％増）、営

業利益16億93百万円（前年同期比13.8％減）、経常利益16億55百万円（前年同期比16.6％減）、四半期純利益9億49

百万円（前年同期比16.2％減）となりました。

　

セグメントの業績は次のとおりです。

①FA・環境システム事業

FAシステムでは、震災の影響により製品調達に支障が出ましたが、6月以降は一部機種を除き供給が回復し、半導

体・液晶関連製造装置及び工作機械関連で、中国等の新興国向け需要が好調に推移し、大幅な増収となりました。

冷熱住機では、震災の影響による製品調達の支障が長引いたものの、太陽光発電等の環境商品の拡大に注力した

結果、横ばいとなりました。

ビルシステムでは、建設市場低迷のなか、震災の影響も重なり減収となりました。

情報通信デバイスでは、医療機関向け情報機器の販売に注力したものの、IT投資の抑制が継続し、大幅な減収と

なりました。

　

以上のことから、FA・環境システム事業の連結売上高は295億47百万円（前年同期比3.6％増）、営業利益は10億

65百万円（前年同期比10.3％増）となりました。

　　

②半導体・デバイス事業

半導体・デバイス事業では、震災によるサプライチェーンの混乱や、電力不足によるデジタル家電関連及び自動

車関連の顧客の生産調整に加え、主要仕入先の生産設備罹災による製品調達への影響を受け減収となりました。

海外子会社では、デジタル家電や車載関連向け電子部品の販売が好調に推移し、増収となりました。

　

以上のことから、半導体・デバイス事業の連結売上高は530億95百万円（前年同期比2.2％減）、営業利益は4億

42百万円（前年同期比39.5％減）となりました。
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③産業デバイス事業

産業デバイス事業では、主要顧客の震災の影響による生産調整もありましたが、産業機器及び自動車関連の回復

に復興需要も加わり増収となりました。

　

以上のことから、産業デバイス事業の連結売上高は157億41百万円（前年同期比3.9％増）、営業利益は1億75百

万円（前年同期比30.2％減）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第2四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末比15億

26百万円減少し、74億44百万円の残高となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第2四半期連結累計期間において営業活動に使用した資金は、48億80百万円（前年同期比54億1百万円増）と

なりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益の計上16億22百万円、売上債権・たな卸資産の増加及び仕入

債務の減少によるネット資金の減少47億39百万円、法人税等の支払12億27百万円によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第2四半期連結累計期間において投資活動から得られた資金は、43億26百万円（前年同期比48億19百万円増）

となりました。これは主に、短期貸付金の減少49億97百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第2四半期連結累計期間において財務活動に使用した資金は、10億10百万円（前年同期比11億83百万円増）と

なりました。これは主に、短期借入金の減少6億19百万円と配当金の支払3億89百万円によるものです。

 

(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

　当第2四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 113,100,000

計 113,100,000

　　

②【発行済株式】

種類
第2四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年9月30日)

提出日現在発行数
(株)(平成23年11月14

日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,649,955 45,649,955
東京証券取引所

市場第一部

株主としての権利内容に制

限のない、標準となる株式

単元株式数　1,000株

計 45,649,955 45,649,955 － －

　

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

 　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

  

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高(百万円)

平成23年7月 1日～

平成23年9月30日
― 45,649,955 ―  10,334 ―  7,355
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（６）【大株主の状況】

 平成23年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内2丁目7－3 15,511 33.97

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社信託口
東京都中央区晴海1丁目8－11 2,687 5.88

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目2－1 1,087 2.38

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社信託口

東京都港区浜松町2丁目11－3 867 1.89

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE
PORTFOLIO(常任代理人　シティバン
ク銀行株式会社)

388 GREENWICH STREET, NY, NY 10013, USA

(東京都品川区東品川2丁目3－14)
828 1.81

シチズンホールディングス株式会社 東京都西東京市田無町6丁目1－12 580 1.27

クレデイ　スイス　ルクセンブルグ　
エスエー　オン　ビハーフ　オブ　クラ
イアンツ(常任代理人　株式会社三菱
東京UFJ銀行)

56, GRAND RUE L-1660 LUXEMBOURG

(東京都千代田区丸の内2丁目7－1)
500 1.09

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2丁目7－1 465 1.02

菱電商事従業員持株会 東京都豊島区東池袋3丁目15－15 450 0.98

明治安田生命保険相互会社(常任代
理人　資産管理サービス信託銀行株
式会社)

東京都中央区晴海1丁目8-12晴海アイランド

トリトンスクエアオフィスタワーZ棟
407 0.89

計 ― 23,386 51.23

(注)  1．所有株式数は千株未満を切捨てし、合計値は全てを集計ののち、千株未満を切り捨てて表示しております。

2．上記の他、当社所有の自己株式が2,245千株(4.92%)あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　平成23年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 

普通株式 　 2,245,000
―

株主としての権利内容に制限のな

い、標準となる株式

単元株式数　1,000株

完全議決権株式(その他) 普通株式   42,979,000 42,979 同上

単元未満株式 普通株式      425,955 ― 1単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 45,649,955 ― ―

総株主の議決権 ― 42,979 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式994株が含まれております。

 　

②【自己株式等】

　平成23年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)

菱電商事株式会社

東京都豊島区東池袋

三丁目15番15号
　2,245,000― 　2,245,000 4.92

計 ― 　2,245,000― 　2,245,000 4.92

 

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,971 7,444

受取手形及び売掛金 56,367 56,813

有価証券 129 117

商品及び製品 18,547 18,554

短期貸付金 4,997 －

その他 3,797 4,457

貸倒引当金 △126 △87

流動資産合計 92,685 87,298

固定資産

有形固定資産 3,923 3,991

無形固定資産 359 370

投資その他の資産

その他 8,231 8,541

貸倒引当金 △115 △110

投資その他の資産合計 8,116 8,430

固定資産合計 12,398 12,792

資産合計 105,083 100,091

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 46,914 42,649

短期借入金 1,585 956

未払法人税等 1,284 741

その他 2,458 2,467

流動負債合計 52,241 46,815

固定負債

退職給付引当金 1,674 1,743

役員退職慰労引当金 209 192

その他 984 1,005

固定負債合計 2,867 2,941

負債合計 55,109 49,756

純資産の部

株主資本

資本金 10,334 10,334

資本剰余金 7,375 7,375

利益剰余金 33,775 34,310

自己株式 △810 △811

株主資本合計 50,675 51,208

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 166 9

為替換算調整勘定 △867 △883

その他の包括利益累計額合計 △701 △873

純資産合計 49,973 50,335

負債純資産合計 105,083 100,091
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 97,971 98,384

売上原価 88,660 89,023

売上総利益 9,311 9,361

販売費及び一般管理費 ※1
 7,348

※1
 7,668

営業利益 1,963 1,693

営業外収益

受取利息 15 12

受取配当金 26 31

持分法による投資利益 44 36

為替差益 23 －

貸倒引当金戻入額 0 39

その他 44 43

営業外収益合計 155 162

営業外費用

支払利息 14 30

売上割引 37 34

為替差損 － 83

その他 83 52

営業外費用合計 134 200

経常利益 1,984 1,655

特別利益

投資有価証券売却益 0 －

特別利益合計 0 －

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 94 －

投資有価証券評価損 17 33

特別損失合計 112 33

税金等調整前四半期純利益 1,872 1,622

法人税等 740 672

少数株主損益調整前四半期純利益 1,132 949

四半期純利益 1,132 949
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,132 949

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △248 △154

為替換算調整勘定 △114 △15

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 △2

その他の包括利益合計 △364 △172

四半期包括利益 768 776

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 768 776

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,872 1,622

減価償却費 203 184

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △43

受取利息及び受取配当金 △42 △43

支払利息 14 30

為替差損益（△は益） 0 0

持分法による投資損益（△は益） △44 △36

有価証券償還損益（△は益） △0 △1

固定資産除売却損益（△は益） 1 △0

投資有価証券売却損益（△は益） 21 0

投資有価証券評価損益（△は益） 17 33

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 94 －

売上債権の増減額（△は増加） △3,602 △520

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,148 △7

仕入債務の増減額（△は減少） 4,556 △4,211

その他 △130 △677

小計 813 △3,672

利息及び配当金の受取額 49 49

利息の支払額 △13 △30

法人税等の支払額 △328 △1,227

営業活動によるキャッシュ・フロー 521 △4,880

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 47 130

有形固定資産の取得による支出 △37 △144

有形固定資産の売却による収入 0 1

無形固定資産の取得による支出 △25 △61

投資有価証券の取得による支出 △637 △699

投資有価証券の売却による収入 92 119

短期貸付金の増減額（△は増加） △2 4,997

その他 70 △17

投資活動によるキャッシュ・フロー △492 4,326

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 562 △619

自己株式の純増減額（△は増加） △0 △1

配当金の支払額 △389 △389

財務活動によるキャッシュ・フロー 172 △1,010

現金及び現金同等物に係る換算差額 △93 △14

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 108 △1,578

現金及び現金同等物の期首残高 11,150 8,971

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 52

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 11,258

※1
 7,444
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

　連結の範囲の重要な変更

　台湾菱商股?有限公司は、設立後２年目で本格的に事業を開始したことにより重要性が増加したことから、第１四半期

連結会計期間より連結の範囲に含めております。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成23年９月30日）

１　保証債務 １　保証債務

関係会社の営業取引に対する保証　 　

　台湾菱商股?有限公司　 33百万円

従業員持家融資等に対する保証 453百万円

代理取引に対する保証  　

（取引先：高松建設㈱外計26社） 96百万円

計 583百万円

　

従業員持家融資等に対する保証 403百万円

代理取引に対する保証  

（取引先：高松建設㈱外計10社） 49百万円

計 452百万円

　

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

運賃諸掛 915百万円

給与諸手当 2,410

賞与 912

退職給付費用 313

役員退職慰労引当金繰入額 55

福利厚生費 622

賃借料 530

減価償却費 203

運賃諸掛 984百万円

給与諸手当 2,535

賞与 985

退職給付費用 306

役員退職慰労引当金繰入額 39

福利厚生費 684

賃借料 526

減価償却費 184
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年９月30日現在）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年９月30日現在）

現金及び預金勘定 11,258百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 11,258百万円

現金及び預金勘定 7,444百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 7,444百万円

　

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年5月14日

取締役会
普通株式 390 9 平成22年3月31日平成22年6月14日利益剰余金

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月29日

取締役会
普通株式 390 9 平成22年9月30日平成22年12月10日利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年5月13日

取締役会
普通株式 390 9 平成23年3月31日平成23年6月14日利益剰余金

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月31日

取締役会
普通株式 390 9 平成23年9月30日平成23年12月12日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額

ＦＡ・環境
システム

半導体・
デバイス

産業
デバイス

計

売上高         

  外部顧客への売

上高
28,51254,31215,14597,970 0 97,971 － 97,971

  セグメント間の

内部売上高又は

振替高

6 － － 6 100 107 △107 －

計 28,51954,31215,14597,977 101 98,079△107 97,971

セグメント利益

　（営業利益）
965 731 251 1,949 18 1,967 △4 1,963

（注）１. 「その他」の内容は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リース事業等を含んでおります。

２. セグメント利益の調整額△４百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額

ＦＡ・環境
システム

半導体・
デバイス

産業
デバイス

計

売上高         

  外部顧客への売

上高
29,54753,09515,74198,384 0 98,384 － 98,384

  セグメント間の

内部売上高又は

振替高

38 － 2 40 87 128 △128 －

計 29,58553,09515,74398,424 87 98,512△128 98,384

セグメント利益

　（営業利益）
1,065 442 175 1,683 15 1,699 △6 1,693

（注）１. 「その他」の内容は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リース事業等を含んでおります。

２. セグメント利益の調整額△６百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、注記を省略しております。

　

　

（有価証券関係）

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、注記を省略しております。

 

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、注記を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 26円08銭 21円87銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（百万円） 1,132 949

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,132 949

普通株式の期中平均株式数（千株） 43,411 43,405

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

平成23年10月31日開催の取締役会において、第72期の中間の剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

中間の剰余金の配当金総額　　　　　　　　　390百万円

１株当たりの額　　　　　　　　　　　　　　９円00銭

支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　平成23年12月12日

（注）平成23年9月30日現在の株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対し支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成23年11月14日

菱電商事株式会社

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鹿　島　か お る　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴　木　真 紀 江　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている菱電商事株式会社の

平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成23年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、菱電商事株式会社及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管

しております。

２.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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